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自己資本の構成に関する開示事項

銀行法施行規則第19条の2第1項第5号二等に規定する自己資本の充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項（自己資本
比率規制の第3の柱（市場規律））に則り、以下に記載しております。

自己資本の構成及び自己資本比率（連結） (単位　百万円、％)

項　　目 2022年度 2023年度

コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 73,005 74,560

うち、資本金及び資本剰余金の額 18,208 18,208
うち、利益剰余金の額 55,474 56,902
うち、自己株式の額（△） 441 312
うち、社外流出予定額（△） 236 238
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額 △244 439
うち、為替換算調整勘定 ― ―
うち、退職給付に係るものの額 △244 439

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 209 139
コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 ― ―
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 1,793 1,794

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 1,793 1,794
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額 ― ―
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれ
る額 206 ―
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 74,970 76,934
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 243 601

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 243 601

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ― ―
適格引当金不足額 ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
退職給付に係る資産の額 1,739 2,592
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 0 0
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ―
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ― ―
特定項目に係る10％基準超過額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特定項目に係る15％基準超過額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 1,982 3,194
自己資本
自己資本の額（(イ)−(ロ)） （ハ） 72,988 73,740
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 806,459 864,480

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ― ―
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ― ―
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

マーケット・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 31,050 31,765
信用リスク・アセット調整額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 837,510 896,246
連結自己資本比率
連結自己資本比率（(ハ)／(ニ)） 8.71 8.22

(注) 当行の連結対象となる子会社は、たいこうカード株式会社および大光キャピタル＆コンサルティング株式会社の2社であり、当行グループ全体に占める割合が僅少であ
ること、自己資本の充実については原則として一体管理していることから、連結の記載のない項目については、単体と同様です。

【自己資本の構成に関する開示事項】
自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断する

ための基準（2006年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出してお
ります。
また、当行は国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を採用しております。
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自己資本の構成に関する開示事項

自己資本の構成及び自己資本比率（単体） (単位　百万円、％)

項　　目 2022年度 2023年度

コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 72,556 74,084

うち、資本金及び資本剰余金の額 18,208 18,208
うち、利益剰余金の額 55,025 56,426
うち、自己株式の額（△） 441 312
うち、社外流出予定額（△） 236 238
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 209 139
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 1,746 1,745

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 1,746 1,745
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額 ― ―

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれ
る額 206 ―

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 74,719 75,970
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 241 596

うち、のれんに係るものの額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 241 596

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ― ―
適格引当金不足額 ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
前払年金費用の額 1,980 2,172
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 0 0
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ―
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ― ―
特定項目に係る10％基準超過額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特定項目に係る15％基準超過額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 2,222 2,769
自己資本
自己資本の額（(イ)−(ロ)） （ハ） 72,497 73,200
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 804,667 862,613

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ― ―
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ― ―
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

マーケット・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 30,663 31,352
信用リスク・アセット調整額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 835,331 893,966
単体自己資本比率
単体自己資本比率（(ハ)／(ニ)） 8.67 8.18
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定性的開示事項

名　　称 主要な業務の内容

たいこうカード株式会社 クレジットカード業務
信用保証業務

名　　称 主要な業務の内容

たいこうカード株式会社 クレジットカード業務
信用保証業務

大光キャピタル＆
コンサルティング株式会社

ファンドの運営・管理業務
M&Aの仲介・支援業務
経営コンサルティング業務

発行主体 株式会社大光銀行
資本調達手段

の種類 普通株式 普通株式に係る
新株予約権の額

コア資本に係る
基礎項目の額に
算入された額
(※)

17,767百万円 209百万円

※コア資本に係る基礎項目の額に算入された額は、連結・単体自己資本比率ともに
同額を算入しております。なお、コア資本に係る基礎項目の額に算入された額の
うち普通株式に係る額については、資本金及び資本剰余金の額から自己株式の額
を控除した金額を記載しております。

発行主体 株式会社大光銀行
資本調達手段

の種類 普通株式 普通株式に係る
新株予約権の額

コア資本に係る
基礎項目の額に
算入された額
(※)

17,896百万円 139百万円

※コア資本に係る基礎項目の額に算入された額は、連結・単体自己資本比率ともに
同額を算入しております。なお、コア資本に係る基礎項目の額に算入された額の
うち普通株式に係る額については、資本金及び資本剰余金の額から自己株式の額
を控除した金額を記載しております。

【定性的開示事項】
１. 連結の範囲に関する事項
(１) 連結自己資本比率を算出する対象となる会社の集団（連結グルー

プ）に属する会社と会計連結範囲に含まれる会社との相違点
連結自己資本比率を算出する対象となる会社の集団（連結グル

ープ）に属する会社と会計連結範囲に含まれる会社に相違点はあ
りません。

(２) 連結グループのうち、連結子会社の数、名称及び主要な業務の内容
（2023年3月末）
連結グループに属する連結子会社は1社であります。

（2024年3月末）
連結グループに属する連結子会社は２社であります。

(３) 告示第32条が適用される金融業務を営む関連法人等の数並びに当
該金融業務を営む関連法人等の名称、貸借対照表の総資産の額及
び純資産の額並びに主要な業務の内容

該当ありません。
(４) 連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれないも

の及び連結グループに属さない会社であって会計連結範囲に含ま
れるものの名称、貸借対照表の総資産の額及び純資産の額並びに
主要な業務の内容

該当ありません。
(５) 連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等の概要

連結子会社2社は債務超過会社ではなく、自己資本は充実してお
ります。また、連結グループ内において自己資本に係る支援は行
っておりません。

２. 自己資本調達手段の概要
（2023年3月末）

（2024年3月末）

３. 自己資本の充実度に関する評価方法の概要
当行では、自己資本（コア資本）の額を原資として各リスクカテ

ゴリーに配賦した資本（リスク資本）の範囲内に、計量化されたリ
スク量（信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク）が
収まっていることを月次でモニタリングし、自己資本の充実度を評
価する態勢としております。

また、自己資本比率等を指標として評価しており、連結及び単体
の自己資本比率が国内基準の4％を大幅に上回っていること等から、
高い健全性を確保していると考えております。

 ４. 信用リスクに関する事項
(１) リスク管理の方針及び手続きの概要

信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化等により、資
産の価値が減少ないし消滅し、銀行が損失を被るリスクのことで
す。

当行では、融資業務の基本姿勢や実務指針等を明示した「融資
業務の規範」を制定し、役職員に周知徹底を図り、信用リスクを
確実に認識する管理態勢を構築しております。

個別債務者の信用リスク管理については、財務内容・業界動
向・事業環境・経営者の資質・資金使途・返済計画等の評価を行
っております。評価は、新規与信実行時及び実行後の自己査定に
おいて定期的に行い、常に個別債務者の信用状況を把握するよう
努めるとともに、自己査定の集計結果等を常務会等に報告してお
ります。

銀行全体の与信ポートフォリオ管理については、クレジット・
リミットを設定することにより、特定の与信先や特定の業種等に
対する与信集中を防止しております。また、業種集中度合や大口
集中度合等のモニタリングを定期的に行い、与信集中リスクを排
除した与信ポートフォリオの構築に努めております。

当行では、行内格付制度を導入し、個別債務者の信用度に応じ
た信用格付を付与して信用リスクの評価を行っており、与信審査
や与信管理、与信ポートフォリオ管理において信用格付を活用し
ています。また、信用格付の評価に基づき信用リスクの計量化を
行い、結果をALM委員会に報告しております。

自己査定と償却・引当については、「自己査定基準」「償却・
引当基準」を定めており、それに則り適切に行っております。

債務者区分が「正常先」「要注意先」に該当する債権について
は、一定の種類ごとに分類し、過去の一定期間における貸倒実績
から算出した貸倒実績率等に基づき予想損失額を一般貸倒引当金
に計上しております。「破綻懸念先」に該当する債権について
は、担保・保証等により回収が見込まれる部分以外の額につい
て、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等
に基づき予想損失額を個別貸倒引当金に計上しております。「実
質破綻先」「破綻先」に該当する債権については、担保・保証等
により回収が見込まれる部分以外の額について、個別貸倒引当金
に計上または直接償却を行っております。

要管理先・破綻懸念先の与信額が一定額以上の大口債務者のう
ち、合理的にキャッシュ・フローを見積もることができる債務者
に対する債権については「DCF法」により引当を行っておりま
す。

(２) 標準的手法が適用されるポートフォリオに関する事項
①リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は次の3社と
しております。
・JCR（㈱日本格付研究所）
・R&I（㈱格付投資情報センター）
・Moody's（ムーディーズ・インベスターズ・サービス・イン

ク）
②エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用す

る適格格付機関等の名称
エクスポージャー（注）の種類ごとの適格格付機関の使い分け

は行っておりません。
(注) エクスポージャーとは、リスクに晒されている金融資産の金額であり、具

体的には貸出金などの与信取引と有価証券などの投資資産が該当します。

５. 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続
きの概要
信用リスク削減手法とは、担保、保証、貸出金と預金の相殺、ク

レジット・デリバティブ等により、保有債権のリスクを削減する手
法をいいます。

当行では、取引先の倒産や財務状況の悪化等により受ける損失
（信用リスク）を軽減するため、取引先によっては不動産等の担保
や信用保証協会等の保証をいただくことがありますが、これはあく
までも補完的措置であり、資金使途・返済原資や財務内容・業界動
向・事業環境・経営者の資質など、さまざまな角度から与信判断を
行っております。

担保または保証をいただく場合は、取引先に十分な説明を行い、
ご理解いただいた上でご契約いただく等、適切な取扱いに努めてお
ります。

担保・保証の評価や管理等の手続きについては、当行が定める
「事務処理規程」等の行内規程に基づき、適切な取扱いを行ってお
ります。特に、不動産担保については、厳正な担保評価を行うべく
詳細な規程を定めております。

当行では、自己資本比率の算出にあたっては、金融庁告示第19号
第80条の規定に基づく信用リスク削減手法として「簡便手法」を適
用しております。信用リスクの削減手段として認められる適格金融
資産担保の内容としては、自行預金、日本国政府又は我が国の地方
公共団体が発行する円建て債券、また、保証については、日本国政
府又は政府関係機関、並びに我が国の地方公共団体の保証が主体と
なっております。信用度の評価については、全て政府保証と同様と
判定しております。貸出金と自行預金の相殺にあたっては、債務者
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の担保（総合口座を含む）登録のない定期預金を対象とし、適切に
取り扱っております。派生商品取引及びレポ形式の取引について
は、与信相当額の算出に関して法的に有効な相対ネッティングは行
っておりません。

信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、
業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく、分散されておりま
す。

６. 派生商品取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の
方針及び手続きの概要
当行の派生商品取引は、外国為替先物予約取引、通貨オプション

取引等であります。派生商品取引に係る取引相手の信用リスクに関
しては、金融機関との取引については信用度の高い先のみを取引相
手とし、お客様との取引については総与信取引における保全枠との
一体的な管理により与信判断を行うことで、リスクを限定しており
ます。リスク資本の割当についての方針は別段定めておりません。

派生商品取引の信用リスク算出については、担当部署がカレン
ト・エクスポージャー方式（注）により与信相当額を算出した上で、
常務会等に報告しております。

自行の信用力が悪化した場合に、対金融機関取引においては追加
的な担保提供を求められる可能性はありますが、担保提供に適格な
有価証券の保有は潤沢であり、派生商品取引を継続して行うのに支
障はないと考えております。

なお、当行では派生商品取引に係る保全や引当の算定は行ってお
りません。
(注) カレント・エクスポージャー方式とは、デリバティブ取引の信用リスク

計測手段の1つで、取引を時価評価することによって再構築コストを算出
し、これに契約期間中に生じるであろう同コストの増加見込み額（ポテ
ンシャル・エクスポージャー）を付加して算出する方法です。

７. 長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管
理の方針及び手続きの概要

当行では、長期決済期間取引を行っておりません。

８. 証券化エクスポージャーに関する事項
(１) リスク管理の方針及びリスク特性の概要

当行は、証券化取引に関してオリジネーターやサービサーとし
ての関与はありませんが、有価証券投資の一環として証券化商品
を保有しております。また、当行の保有する証券化商品は信用リ
スク並びに金利リスクを有しております。

(２) 自己資本比率告示第248条第1項第1号から第4号まで（自己資本
比率告示第302条の2第2項において準用する場合を含む。）に
規定する体制の整備及びその運用状況の概要

当行の保有する証券化エクスポージャーについては、購入時に
発行目論見書並びに格付機関の格付情報等を取得し、当該エクス
ポージャーに係る包括的なリスク特性及び構造上の特性等につい
て運用部門と管理部門で協議しております。また、購入後も両部
門において当該エクスポージャーの裏付資産に係るリスク並びに
パフォーマンス等に係る情報を定期報告書等をもとに適時に把握
し、適宜常務会等に報告する体制であります。

(３) 証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の算出に使
用する方式の名称

当行では証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額
の算出において、「標準的手法」を採用しております。

(４) 証券化エクスポージャーのマーケット・リスク相当額の算出に使
用する方式の名称

マーケット・リスクについて不算入の特例を適用しているた
め、該当ありません。

(５) 子法人等（連結子法人等を除く。）及び関連法人等のうち、当行
（連結グループ）が行った証券化取引（当行（連結グループ）が
証券化目的導管体を用いて行った証券化取引を含む。）に係る証
券化エクスポージャーを保有しているものの名称

該当ありません。
(６) 証券化取引に関する会計方針

該当ありません。
(７) 証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に

使用する適格格付機関の名称
証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定については、

下記の適格格付機関3社を使用しております。なお、証券化エクス
ポージャーの種類による適格格付機関の使い分けは行っておりませ
ん。
・JCR（㈱日本格付研究所）
・R&I（㈱格付投資情報センター）
・Moody's（ムーディーズ・インベスターズ・サービス・イン

ク）

９. オペレーショナル・リスクに関する事項
(１) リスク管理の方針及び手続きの概要

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動も

しくはコンピュータ・システムが不適切であること、又は外生的
事象により損失が発生しうるリスクをいいます。当行では、可能
な限りオペレーショナル・リスクを回避するため、「オペレーシ
ョナル・リスク管理方針」等に基づいて適切に管理する組織体制
及び仕組みを整備するとともに、定期的に収集したデータの分
析、評価を行い、発生防止及び発生時の影響度の極小化に努めて
おります。オペレーショナル・リスクは事務リスク、システムリ
スク、その他のリスクに分け、各管理部門を定めて管理している
ほか、総合的にも管理しております。

事務リスクについては、「事務リスク管理規程」に基づいて適
切に管理しております。「事務処理規程」等の整備及び理解促
進、事務指導や研修体制の強化、店内検査や臨店監査による牽制
機能の強化などに取組み、事務レベルの向上に努めております。

システムリスクについては、「システムリスク管理規程」に基
づき、管理すべきリスクを明確にし、コンピュータ・システム委
託先のリスク管理状況を定期的な報告や監査法人、監査部門の監
査により確認するなど、リスクの顕在化を未然に防止するととも
にシステムの信頼性・安全性・効率性を高めるよう努めておりま
す。

その他のリスクは、さらに法務リスク、風評リスク、人的リス
ク、有形資産リスクに分け、各管理部門がリスクを認識、評価
し、コントロール及び削減に努める等適切に管理しております。
さらに、リスク管理の実効性を高めるため、PDCAサイクルの確
立に努めております。

オペレーショナル・リスクに関連するリスクの状況について
は、定期的にALM委員会において協議検討を行うとともに、常務
会等へ報告する態勢を整備しております。

(２) オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
自己資本比率算出上のオペレーショナル・リスク相当額の算出

にあたっては、「基礎的手法｣（注）を採用しております。
(注) 「基礎的手法」とは、自己資本比率算出において、オペレーショナ

ル・リスク相当額を算出するための一手法であり、1年間の粗利益の
15％の直近3年間の平均値をオペレーショナル・リスク相当額とする
ものです。

１０. 出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管
理の方針及び手続きの概要
当行では、出資等及び株式等のリスク管理に関して、リスク管理

部門において定期的に評価し、その状況について常務会及びALM委
員会への報告を行っております。子会社株式及び関連会社株式はす
べて非上場株式であり、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるその他有価証券と同様に信用リスクの管理の対象としておりま
す。

投資金額については、先行きの金利や株価等の見通しに基づく期
待収益率と相場変動リスク等を考慮し、取締役会等で決定しており
ます。

上場株式等の価格変動リスクの計測は、バリュー・アット・リス
ク（VaR）により行っております。信頼水準は99％、保有期間は、
政策投資、純投資株式とも120日、観測期間は3年として計測してお
ります。また、半期ごとに取締役会において、自己資本や市場環境
等を勘案してVaRによるリスク限度額等を決定し、その限度額を遵
守しながら収益の確保に努めております。

出資等及び株式等の評価については、子・関連会社株式は移動平
均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものには決算
日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に
より算定）、市場価格のない株式等は移動平均法による原価法によ
り行っております。

また、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法
により処理しております。

１１. 金利リスクに関する事項
(１) リスク管理の方針及び手続きの概要

金利リスクとは、市場金利の変動によって影響を受ける経済価
値や期間損益の増減を指しますが、当行では、どちらについても
定期的な計測や評価を行い、適切な対応を講ずる態勢としており
ます。リスクを単に抑制するものではなく、収益力強化と健全性
維持を勘案したリスク管理を行うことを基本方針としておりま
す。

具体的には、一定の金利ショックを想定した場合の金利リスク
量について、預金・貸出金はALMシステムにより月次で、有価証
券は証券管理システムにより日次で計測しており、金利更改を織
り込んだ期間収益シミュレーションによる影響額について、ALM
システムにより随時計測しております。その結果に基づいて、毎
月開催するALM委員会において、ヘッジ等のリスク削減手法につ
いて協議、検討をするとともに、常務会等へ報告するなど、資
産・負債の適正なコントロールに努めております。
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なお、連結の金利リスクは、重要性の観点より、銀行単体の金
利リスクと等しいものと見なしております。

(２) 金利リスクの算定手法の概要
①「開示告示」に基づく定量的開示の対象となる⊿EVE及び⊿NII並

びに銀行がこれらに追加して自ら開示を行う金利リスクに関する
事項

イ. 流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期4.616年と
なっております。

ロ. 流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期10年とし
ております。

ハ. 流動性預金への満期割当方法及びその前提
・普通預金などの満期のない流動性預金については、内部モデ

ルを使用して預金残高推移を統計的に解析し、将来の預金残
高推移を保守的に推計することで実質的な満期を計測してお
ります。

・推計にあたっては、過去の預金残高の変化と景気指標との関
係性、市場金利に対する預金金利の追随率に基づく影響を考
慮しております。

・推計値については、定期的にバックテストを実施するなど、
モデルの検証等は十分に行っております。

ニ. 固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前
提

・金融庁が定める保守的な前提により、考慮しております。
ホ. 複数の通貨の集計方法及びその前提
・⊿EVEは、通貨別に算出した正の金利リスクを合算して算出

しております。
・⊿NIIは、通貨別に算出した金利収益の増減額を単純合算して

おります。
・通貨間の相関等は、考慮しておりません。
ヘ. スプレッドに関する前提
・金利リスクの計測における、割引金利は、スプレッドを含め

ず対象となる資産・負債の種類により国債金利及びスワップ
金利等を使用し、キャッシュ・フローは、スプレッドを含め
ております。

ト. 内部モデルの使用等、⊿EVE及び⊿NIIに重大な影響を及ぼ
すその他の前提

・当行では、コア預金の算出に内部モデルを使用しておりま
す。

・コア預金については、過去の実績データを用いて推計してい
るため、実績値が大きく変動した場合、⊿EVE及び⊿NIIに重
大な影響を及ぼす可能性があります。

チ. 前事業年度末の開示からの変動に関する説明
・該当ありません。
リ. 計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
・⊿EVEは、基準値である自己資本の額の20％以内に収まって

おり、金利リスク管理上、問題ない水準と認識しておりま
す。

②銀行が、自己資本の充実度の評価、ストレス・テスト、リスク管
理、収益管理、経営上の判断その他の目的で、「開示告示」に基
づく定量的開示の対象となる⊿EVE及び⊿NII以外の金利リスクを
計測している場合における、該当金利リスクに関する事項

・内部管理上、VaR法（信頼区間99％、保有期間120日）によ
っても金利リスク量を毎月計測し、他のリスク量とあわせて
管理しております。

・その他、自己資本充実度の評価や収益安定性の評価を行うた
め、半期ごとにリスク横断的なストレス・テストを実施して
おります。
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(単位　百万円)

項　　目

2022年度（2023年3月31日現在）

連　　結 単　　体

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

【資産（オン・バランス）項目】

現金 ― ― ― ―
我が国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ―
外国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ―
国際決済銀行等向け ― ― ― ―
我が国の地方公共団体向け ― ― ― ―
外国の中央政府等以外の公共部門向け 353 14 353 14
国際開発銀行向け ― ― ― ―
地方公共団体金融機構向け ― ― ― ―
我が国の政府関係機関向け 1,338 53 1,338 53
地方三公社向け ― ― ― ―
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 74,853 2,994 74,853 2,994
法人等向け 256,422 10,256 256,832 10,273
中小企業等向け及び個人向け 267,696 10,707 267,570 10,702
抵当権付住宅ローン 23,882 955 23,882 955
不動産取得等事業向け 105,034 4,201 105,034 4,201
三月以上延滞等 579 23 579 23
取立未済手形 ― ― ― ―
信用保証協会等による保証付 2,839 113 2,839 113
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ― ― ―
出資等 24,519 980 24,237 969
上記以外 35,619 1,424 33,824 1,352
証券化（オリジネーターの場合） ― ― ― ―
証券化（オリジネーター以外の場合） ― ― ― ―
リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（ルック・スルー方式） ― ― ― ―

リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（マンデート方式） ― ― ― ―

リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（蓋然性方式250％） ― ― ― ―

リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（蓋然性方式400％） ― ― ― ―

リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（フォールバック方式1250％） ― ― ― ―

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 ― ― ― ―
資産（オン・バランス）計 793,139 31,725 791,347 31,653

【オフ・バランス取引等】 12,552 502 12,552 502
【ＣＶＡリスク相当額を8％で除して得た額】 767 30 767 30
【中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額】 ― ― ― ―

合　　　計 806,459 32,258 804,667 32,186

【定量的開示事項】
１. その他金融機関等（自己資本比率告示第29条第6項第1号に規定するその他金融機関等をい
う。）であって銀行の子法人等であるもののうち、自己資本比率規制上の所要自己資本を下回
った会社の名称、所要自己資本を下回った額の総額
該当ありません。

２. 自己資本の充実度に関する事項
(１) 信用リスク及びリスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに係る信用リスクに対する所要自己資本の額
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定量的開示事項

(単位　百万円)

項　　目

2023年度（2024年3月31日現在）

連　　結 単　　体

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

【資産（オン・バランス）項目】

現金 ― ― ― ―
我が国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ―
外国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ―
国際決済銀行等向け ― ― ― ―
我が国の地方公共団体向け ― ― ― ―
外国の中央政府等以外の公共部門向け 359 14 359 14
国際開発銀行向け ― ― ― ―
地方公共団体金融機構向け ― ― ― ―
我が国の政府関係機関向け 1,143 45 1,143 45
地方三公社向け ― ― ― ―
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 67,710 2,708 67,710 2,708
法人等向け 286,126 11,445 286,553 11,462
中小企業等向け及び個人向け 285,299 11,411 285,139 11,405
抵当権付住宅ローン 22,492 899 22,492 899
不動産取得等事業向け 102,719 4,108 102,719 4,108
三月以上延滞等 579 23 579 23
取立未済手形 ― ― ― ―
信用保証協会等による保証付 2,948 117 2,948 117
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ― ― ―
出資等 41,913 1,676 41,641 1,665
上記以外 40,476 1,619 38,613 1,544
証券化（オリジネーターの場合） ― ― ― ―
証券化（オリジネーター以外の場合） ― ― ― ―
リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（ルック・スルー方式） ― ― ― ―

リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（マンデート方式） ― ― ― ―

リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（蓋然性方式250％） ― ― ― ―

リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（蓋然性方式400％） ― ― ― ―

リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットの
みなし計算（フォールバック方式1250％） ― ― ― ―

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 ― ― ― ―
資産（オン・バランス）計 851,768 34,070 849,901 33,996

【オフ・バランス取引等】 11,861 474 11,861 474
【ＣＶＡリスク相当額を8％で除して得た額】 850 34 850 34
【中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額】 ― ― ― ―

合　　　計 864,480 34,579 862,613 34,504

(単位　百万円)

2022年度（2023年3月31日現在） 2023年度（2024年3月31日現在）

連　結 単　体 連　結 単　体

基礎的手法 1,242 1,226 1,270 1,254

(単位　百万円)

2022年度（2023年3月31日現在） 2023年度（2024年3月31日現在）

連　結 単　体 連　結 単　体

総所要自己資本額 33,500 33,413 35,849 35,758

(注) 所要自己資本額＝リスク・アセット×4％

(２) オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額

(３) 総所要自己資本額
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（連結） (単位　百万円)
2022年度（2023年3月31日現在）

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上延滞
エクスポージャー（注）

の期末残高
貸出金、コミットメントライン
及びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

有価証券 デリバティブ取引

国内計 1,551,172 1,146,853 257,995 7,226 1,119
国外計 48,327 1,500 46,503 ― ―
地域別合計 1,599,500 1,148,353 304,499 7,226 1,119
製造業 106,739 92,146 14,592 ― 163
農業、林業 7,818 7,818 ― ― 12
漁業 565 565 ― ― 1
鉱業、採石業、砂利採取業 1,460 1,400 60 ― ―
建設業 71,357 67,551 3,805 ― 155
電気・ガス・熱供給・水道業 16,687 9,206 7,480 ― ―
情報通信業 9,364 4,631 4,733 ― 0
運輸業、郵便業 25,090 22,275 2,815 ― 13
卸売業、小売業 89,728 85,632 4,093 1 139
金融業、保険業 182,106 105,892 60,227 13 ―
不動産業、物品賃貸業 158,397 152,775 5,621 ― 84
サービス業等 116,679 111,434 5,245 ― 151
地方公共団体 188,575 138,270 50,304 ― ―
その他 624,929 348,751 145,519 7,211 397
業種別計 1,599,500 1,148,353 304,499 7,226 1,119
1年以下 209,621 178,266 17,690 1
1年超3年以下 137,580 95,445 42,135 ―
3年超5年以下 142,827 106,378 36,449 ―
5年超7年以下 101,552 79,985 21,566 ―
7年超10年以下 222,629 165,538 57,090 ―
10年超 557,248 517,616 39,632 ―
期間の定めのないもの 228,039 5,122 89,934 7,225
残存期間別合計 1,599,500 1,148,353 304,499 7,226

（単体） (単位　百万円)
2022年度（2023年3月31日現在）

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上延滞
エクスポージャー（注）

の期末残高
貸出金、コミットメントライン
及びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

有価証券 デリバティブ取引

国内計 1,549,323 1,147,169 257,713 7,226 1,119
国外計 48,327 1,500 46,503 ― ―
地域別合計 1,597,651 1,148,670 304,217 7,226 1,119
製造業 106,739 92,146 14,592 ― 163
農業、林業 7,818 7,818 ― ― 12
漁業 565 565 ― ― 1
鉱業、採石業、砂利採取業 1,460 1,400 60 ― ―
建設業 71,357 67,551 3,805 ― 155
電気・ガス・熱供給・水道業 16,687 9,206 7,480 ― ―
情報通信業 9,364 4,631 4,733 ― 0
運輸業、郵便業 25,090 22,275 2,815 ― 13
卸売業、小売業 89,728 85,632 4,093 1 139
金融業、保険業 182,527 106,313 60,227 13 ―
不動産業、物品賃貸業 158,397 152,775 5,621 ― 84
サービス業等 116,679 111,434 5,245 ― 151
地方公共団体 188,575 138,270 50,304 ― ―
その他 622,660 348,646 145,237 7,211 397
業種別計 1,597,651 1,148,670 304,217 7,226 1,119
1年以下 210,042 178,687 17,690 1
1年超3年以下 137,580 95,445 42,135 ―
3年超5年以下 142,827 106,378 36,449 ―
5年超7年以下 101,552 79,985 21,566 ―
7年超10年以下 222,629 165,538 57,090 ―
10年超 557,248 517,616 39,632 ―
期間の定めのないもの 225,770 5,017 89,652 7,225
残存期間別合計 1,597,651 1,148,670 304,217 7,226

３. 信用リスクに関する事項
(１) 信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及びエクスポージャーの主な種類別の内訳
(２) 信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高のうち、次に掲げる区分ごとの額及びそれらのエクスポージャーの主な種類別の内訳

①地域別、②業種別、③残存期間別
(３) 三月以上延滞エクスポージャーの期末残高又はデフォルトしたエクスポージャーの期末残高及びこれらの次に掲げる区分ごとの内訳

①地域別、②業種別
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（連結） (単位　百万円)
2023年度（2024年3月31日現在）

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上延滞
エクスポージャー（注）

の期末残高
貸出金、コミットメントライン
及びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

有価証券 デリバティブ取引

国内計 1,571,660 1,161,000 293,477 6,852 1,118
国外計 43,918 1,500 42,279 ― ―
地域別合計 1,615,579 1,162,501 335,756 6,852 1,118
製造業 110,916 91,661 19,254 ― 150
農業、林業 7,415 7,415 ― ― 11
漁業 504 504 ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 1,468 1,428 40 ― ―
建設業 71,046 67,465 3,580 ― 125
電気・ガス・熱供給・水道業 16,628 9,306 7,322 ― ―
情報通信業 8,246 4,725 3,520 ― 19
運輸業、郵便業 28,175 24,611 3,564 ― 8
卸売業、小売業 89,979 83,741 6,238 ― 171
金融業、保険業 179,228 107,628 63,560 21 ―
不動産業、物品賃貸業 172,651 159,520 13,130 ― 94
サービス業等 117,953 112,016 5,936 ― 180
地方公共団体 177,946 131,398 46,547 ― ―
その他 633,417 361,076 163,059 6,831 355
業種別計 1,615,579 1,162,501 335,756 6,852 1,118
1年以下 224,762 194,071 24,370 ―
1年超3年以下 121,754 88,914 32,840 ―
3年超5年以下 147,860 98,051 49,809 ―
5年超7年以下 149,708 108,736 40,972 ―
7年超10年以下 181,035 144,909 36,126 ―
10年超 567,719 522,054 45,664 ―
期間の定めのないもの 222,738 5,764 105,973 6,852
残存期間別合計 1,615,579 1,162,501 335,756 6,852

（単体） (単位　百万円)
2023年度（2024年3月31日現在）

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上延滞
エクスポージャー（注）

の期末残高
貸出金、コミットメントライン
及びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

有価証券 デリバティブ取引

国内計 1,569,712 1,161,348 293,205 6,852 1,118
国外計 43,918 1,500 42,279 ― ―
地域別合計 1,613,630 1,162,849 335,484 6,852 1,118
製造業 110,916 91,661 19,254 ― 150
農業、林業 7,415 7,415 ― ― 11
漁業 504 504 ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 1,468 1,428 40 ― ―
建設業 71,046 67,465 3,580 ― 125
電気・ガス・熱供給・水道業 16,628 9,306 7,322 ― ―
情報通信業 8,246 4,725 3,520 ― 19
運輸業、郵便業 28,175 24,611 3,564 ― 8
卸売業、小売業 89,979 83,741 6,238 ― 171
金融業、保険業 179,672 108,072 63,560 21 ―
不動産業、物品賃貸業 172,651 159,520 13,130 ― 94
サービス業等 117,953 112,016 5,936 ― 180
地方公共団体 177,946 131,398 46,547 ― ―
その他 631,024 360,980 162,787 6,831 355
業種別計 1,613,630 1,162,849 335,484 6,852 1,118
1年以下 225,206 194,515 24,370 ―
1年超3年以下 121,754 88,914 32,840 ―
3年超5年以下 147,860 98,051 49,809 ―
5年超7年以下 149,708 108,736 40,972 ―
7年超10年以下 181,035 144,909 36,126 ―
10年超 567,719 522,054 45,664 ―
期間の定めのないもの 220,345 5,668 105,701 6,852
残存期間別合計 1,613,630 1,162,849 335,484 6,852

(注) 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャーであります。
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（連結） (単位　百万円)
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
期首残高 期中増減額 期末残高 期首残高 期中増減額 期末残高

一般貸倒引当金 1,959 △166 1,793 1,793 1 1,794
個別貸倒引当金 3,170 92 3,262 3,262 530 3,792
特定海外債権引当勘定 ― ― － － － －

合　　計 5,130 △74 5,056 5,056 531 5,587

（単体） (単位　百万円)
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
期首残高 期中増減額 期末残高 期首残高 期中増減額 期末残高

一般貸倒引当金 1,905 △159 1,746 1,746 △1 1,745
個別貸倒引当金 3,090 90 3,180 3,180 531 3,711
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ― ―

合　　計 4,996 △70 4,926 4,926 531 5,457

（連結） (単位　百万円)
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
期首残高 期中増減額 期末残高 期首残高 期中増減額 期末残高

国内計 3,170 92 3,262 3,262 530 3,792
国外計 ― ― ― ― ― ―
地域別合計 3,170 92 3,262 3,262 530 3,792
製造業 435 △118 317 317 250 567
農業、林業 44 12 56 56 98 154
漁業 1 0 1 1 △1 ―
鉱業、採石業、砂利採取業 21 0 21 21 △2 19
建設業 464 95 559 559 △47 512
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― ―
情報通信業 28 △25 3 3 21 24
運輸業、郵便業 15 3 18 18 85 103
卸売業、小売業 429 30 459 459 82 541
金融業、保険業 ― ― ― ― ― ―
不動産業、物品賃貸業 177 63 240 240 20 260
サービス業等 1,018 53 1,071 1,071 52 1,123
地方公共団体 ― ― ― ― ― ―
その他 534 △244 290 290 199 489
業種別計 3,170 92 3,262 3,262 530 3,792

（単体） (単位　百万円)
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
期首残高 期中増減額 期末残高 期首残高 期中増減額 期末残高

国内計 3,090 90 3,180 3,180 531 3,711
国外計 ― ― ― ― ― ―
地域別合計 3,090 90 3,180 3,180 531 3,711
製造業 435 △118 317 317 250 567
農業、林業 44 12 56 56 98 154
漁業 1 0 1 1 △1 ―
鉱業、採石業、砂利採取業 21 0 21 21 △2 19
建設業 464 95 559 559 △47 512
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― ―
情報通信業 28 △25 3 3 21 24
運輸業、郵便業 15 3 18 18 85 103
卸売業、小売業 429 30 459 459 82 541
金融業、保険業 ― ― ― ― ― ―
不動産業、物品賃貸業 177 63 240 240 20 260
サービス業等 1,018 53 1,071 1,071 52 1,123
地方公共団体 ― ― ― ― ― ―
その他 454 △20 434 434 △26 408
業種別計 3,090 90 3,180 3,180 531 3,711

(４) 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額

（個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳）

(注) 一般貸倒引当金については、地域別、業種別ごとの算定を行っておりません。
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（連結） (単位　百万円)
貸出金償却

2022年度
（2023年3月31日現在）

2023年度
（2024年3月31日現在）

製造業 260 138
農業、林業 ― 33
漁業 ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ―
建設業 41 38
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ―
情報通信業 45 ―
運輸業、郵便業 ― ―
卸売業、小売業 112 787
金融業、保険業 ― ―
不動産業、物品賃貸業 1 94
サービス業等 43 ―
地方公共団体 ― ―
その他 0 66
業種別計 504 1,159

（単体） (単位　百万円)
貸出金償却

2022年度
（2023年3月31日現在）

2023年度
（2024年3月31日現在）

製造業 260 138
農業、林業 ― 33
漁業 ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ―
建設業 41 38
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ―
情報通信業 45 ―
運輸業、郵便業 ― ―
卸売業、小売業 112 787
金融業、保険業 ― ―
不動産業、物品賃貸業 1 94
サービス業等 43 ―
地方公共団体 ― ―
その他 ― 66
業種別計 504 1,159

(５) 業種別の貸出金償却の額
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(単位　百万円)

リスク・ウェイト区分

2022年度（2023年3月31日現在）

信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額

連　　結 単　　体

格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用
0% 28,300 430,281 28,300 430,281
10% 1,500 40,584 1,500 40,584
20% 134,156 35,660 134,156 35,660
35% ― 68,229 ― 68,229
50% 39,786 175 39,786 175
75% ― 356,959 ― 356,791
100% 11,951 376,680 11,951 375,128
150% ― 263 ― 263
250% 5,330 11,430 5,330 11,384
1250% ― ― ― ―
合　　　計 221,025 1,320,265 221,025 1,318,500

(単位　百万円)

リスク・ウェイト区分

2023年度（2024年3月31日現在）

信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額

連　　結 単　　体

格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用
0% 26,663 387,877 26,663 387,877
10% 1,500 39,609 1,500 39,609
20% 136,257 25,851 136,257 25,851
35% ― 64,259 ― 64,259
50% 47,223 150 47,223 150
75% ― 380,222 ― 380,009
100% 14,651 413,354 14,651 411,734
150% ― 293 ― 293
250% 5,534 11,405 5,534 11,370
1250% ― ― ― ―
合　　　計 231,830 1,323,024 231,830 1,321,155

（連結・単体） (単位　百万円)

区　　分 2022年度
（2023年3月31日現在）

2023年度
（2024年3月31日現在）

現金及び自行預金 9,297 8,418
債券 13,559 23,220
株式 ― ―

適格金融資産担保合計 22,857 31,639
適格保証 10,726 4,500
適格クレジット・デリバティブ ― ―

適格保証、適格クレジット・デリバティブ合計 10,726 4,500

(６) リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高及び1250パーセントのリスク・ウェイトが適用されるエクスポ
ージャーの額

(注) 「格付適用」とは、リスク・ウェイト算定にあたり、格付を適用しているエクスポージャーであり、「格付不適用」とは、格付を適用していないエクスポージャーで
あります。なお、格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。

４. 信用リスク削減手法に関する事項
(１) 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額
(２) 保証又はクレジット・デリバティブが適用されたエクスポージャーの額

(注) 担保設定のある自行預金により削減されたエクスポージャーの額を記載しております。貸出金との相殺により削減されたエクスポージャーの額は含めておりません。

47



自己資本の充実の状況

TAIKO BANK

2024/07/30 9:59:16 / 24101250_株式会社大光銀行_ディスクロージャー誌（通期）

定量的開示事項

（連結・単体） (単位　百万円)

区　　分
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
与信相当額 うち投資信託等に含まれるもの 与信相当額 うち投資信託等に含まれるもの

グロス再構築コストの額 0 ― 3 －
与信相当額（担保による信用リスク削減効果勘案前） 7,226 7,211 6,849 6,831
派生商品取引 7,226 7,211 6,849 6,831
外国為替関連取引 985 970 492 474
金利関連取引 1,150 1,150 1,100 1,100
株式関連取引 3,805 3,805 2,764 2,764
その他取引 1,284 1,284 2,492 2,492
クレジット・デリバティブ取引 ― ― ― ―

クレジット・デリバティブ ― ― ― ―
与信相当額（担保による信用リスク削減効果勘案後） 7,226 7,211 6,849 6,831

（連結・単体） (単位　百万円)

区　　分 2022年度
（2023年3月31日現在）

2023年度
（2024年3月31日現在）

クレジットカード与信 ─ ―
リース債権 ─ ―
ショッピングローン債権 ─ ―
事業者発行社債 ─ ―
商業用不動産 ─ ―
その他 ─ ―

合　　　計 ─ ―

（連結・単体） (単位　百万円)

区　　分
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
残高 所要自己資本 残高 所要自己資本

20% ─ ─ ― ―
50% ─ ─ ― ―
150% ─ ─ ― ―
350% ─ ─ ― ―
1250% ─ ─ ― ―
合　　　計 ─ ─ ― ―

５. 派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項
(１) 与信相当額算出に用いる方式

　先渡取引、オプションその他の派生商品取引の与信相当額はカレント・エクスポージャー方式にて算出しております。
(２) グロス再構築コストの額の合計額

　グロス再構築コストの額の合計額は、2022年度（2023年3月31日現在）は0百万円、2023年度（2024年3月31日現在）は3百万円です。
(３) 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額
(４) 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額

(注) 原契約期間が5営業日以内の外為関連取引の与信相当額は除きます。

(５) (２)に掲げる合計額及びグロスのアドオンの合計額から(３)に掲げる額を差し引いた額
　該当ありません。

(６) 担保の種類別の額
　該当ありません。

(７) 与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、かつ、プロテクションの購入又は
提供の別に区分した額
　該当ありません。

(８) 信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額
　該当ありません。

６. 証券化エクスポージャーに関する事項
(１) 連結グループがオリジネーターである証券化エクスポージャーに関する事項

　該当ありません。

(２) 連結グループが投資家である証券化エクスポージャーに関する事項
① 信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャー
ア 投資家として保有する証券化エクスポージャーの額

(注) 再証券化エクスポージャーについては該当ありません。
イ 投資家として保有する証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトごとの残高及び所要自己資本

(注) 再証券化エクスポージャーについては該当ありません。
ウ 自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び第2号の規定により1250パーセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エ
クスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
　該当ありません。

② マーケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポージャー
　マーケット・リスク相当額不算入の特例を適用しているため、該当ありません。

48



DISCLOSURE  2024

2024/07/30 9:59:16 / 24101250_株式会社大光銀行_ディスクロージャー誌（通期）

定量的開示事項

（連結） (単位　百万円)

区　　分
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 45,962 56,532
上記に該当しない出資等エクスポージャー 1,580 2,070

合　計 47,542 47,542 58,602 58,602

（単体） (単位　百万円)

区　　分
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 45,962 56,532
上記に該当しない出資等エクスポージャー 1,298 1,798

合　計 47,260 47,260 58,331 58,331

（連結・単体） (単位　百万円)

区　　分 2022年度
(2023年3月31日現在)

2023年度
(2024年3月31日現在)

売却損益額 △298 1,094
償却額 52 ─

（連結・単体） (単位　百万円)

区　　分 2022年度
(2023年3月31日現在)

2023年度
(2024年3月31日現在)

（連結）貸借対照表で認識され、かつ、（連結）損益計算書
で認識されない評価損益の額 1,230 4,325

（連結）貸借対照表及び（連結）損益計算書で認識されない
評価損益の額 ─ ─

（連結）
IRRBB1：金利リスク (単位　百万円)

項番

イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII

当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 3,153 2,572 △3,487 △2,598
2 下方パラレルシフト 8,791 6,729 178 △16
3 スティープ化 1,229 1,150 ─ ─
4 フラット化 ─ ─ ─ ─
5 短期金利上昇 ─ ─ ─ ─
6 短期金利低下 ─ ─ ─ ─
7 最大値 8,791 6,729 178 △16

ホ ヘ

当期末 前期末

8 自己資本の額 73,740 72,988
　

（単体）
IRRBB1：金利リスク (単位　百万円)

項番

イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII

当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 3,153 2,572 △3,487 △2,598
2 下方パラレルシフト 8,791 6,729 178 △16
3 スティープ化 1,229 1,150 ─ ─
4 フラット化 ─ ─ ─ ─
5 短期金利上昇 ─ ─ ─ ─
6 短期金利低下 ─ ─ ─ ─
7 最大値 8,791 6,729 178 △16

ホ ヘ

当期末 前期末

8 自己資本の額 73,200 72,497
　

７. 出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
(１) （連結）貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る（連結）貸借対照表計上額

① 上場している出資等又は株式等エクスポージャー（以下、「上場株式等エクスポージャー」という。）
② 上場株式等エクスポージャーに該当しない出資等又は株式等エクスポージャー

(２) 出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

(３) （連結）貸借対照表で認識され、かつ、（連結）損益計算書で認識されない評価損益の額
(４) （連結）貸借対照表及び（連結）損益計算書で認識されない評価損益の額

８. リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクス
ポージャーに関する事項
該当ありません。

９. 金利リスクに関する事項
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